
別記様式第１号の２の２の２（第４条関係）（第５１条の１１の２関係）

全体についての消防計画作成（変更）届出書

備考

１ この用紙の大きさは、日本産業規格 A４とすること。

２ の横書きの文字については、該当しない文字を横線で消すこと。

３ ※印の欄は記入しないこと。

（１） 年 月 日

長野市 （２） 消防署長 殿

統括 管理者

（３） 住 所

氏 名

（４） （５）

別添のとおり、全体についての 管理に係る消防計画を作成（変更）した

ので届け出ます。

管理権原者の氏名

（法人の場合は、名称及び代表者氏名） （６）

防 火 対 象 物

又は の所在地

建築物その他の工作物

（７）

防 火 対 象 物

又は の名称

建築物その他の工作物

（変更の場合は、変更後の名称）

（８）

防 火 対 象 物

又は の用途

建築物その他の工作物

（変更の場合は、変更後の用途）

（９）

令別表第１

（10）
( ) 項

その他必要な事項

（変更の場合は、主要な変更事項）
（１１）

※ 受 付 欄 ※ 経 過 欄

防火

防災

防火

防災

「防火

防災」

記入要領



＊１ 別紙の「管理権原者一覧表」を参考に作成してください。

（１）年月日 届出書の提出年月日を記入します。

（２）あて先
当該防火対象物又は建築物その他の工作物を管轄する消防署長

名を記入します。（例：中央、篠ノ井、松代、鳥居川、新町）

（３）統括防火・防災管理者
「防火」「防災」のうち、不要の文字を横線で抹消します。

統括防火・防災管理者の住所、氏名を記入します。

（４）管理権限者

連名の場合

住所・氏名のところに「別紙のとおり」と記入し、「管理権限者

一覧表」（＊１）に住所・氏名を記入のうえ届出書に添付します。

管理権原者が法人の場合は、法人の所在地、名称及び代表者の

職・氏名を記入します。

主要な者等

の場合

主要な者等の住所・氏名を記入します。法人の場合は法人の所在

地、名称及び代表者の職・氏名を記入します。他の管理権原者に

ついて、「管理権原者一覧表」の添付の必要はありません。

ただし、次の場合に限られます。

① すでに共同防火・防災管理協議会が設置され、統括防火管理

者が選任されている対象物で、管理権原者としての選任義務を

果たしている旨を確認できる契約書等により主要な者の記載

が確認でき、協議会の代表者名により届け出る場合。

② 全体についての防火・防災管理に係る消防計画や契約書等に

おいて、管理権原者のうち主要な者の記載が確認でき、主要な

者により届け出る場合。

（５）「防火」「防災」 「防火」「防災」のうち、不要の文字を横線で抹消します。

（６）作成（変更） 「作成（変更）」のうち、不要の文字を横線で抹消します。

（７）防火対象物又は建築物その

他の工作物の所在地

当該防火対象物又は建築物その他の工作物の所在地を記入しま

す。

（８）防火対象物又は建築物その

他の工作物の名称

１ 当該防火対象物又は建築物その他の工作物の名称を記入し

ます。

２ 名称を変更した場合は、変更後の名称を記入します。

（９）防火対象物又は建築物その

他の工作物の用途

１ 当該防火対象物又は建築物その他の工作物の用途を消防法

施行令別表第１に掲げる用途により「飲食店」「物品販売店舗」

「複合用途」し等の要領で記入します。

２ 用途を変更した場合は、変更後の用途を記入します。

（１０）令別表第１

当該防火対象物又は建築物その他の工作物の用途を、消防法施行

令別表第１に掲げる項区分に従い「（１）項イ」、「（４）項」、「（１

６）項イ」等の要領で記入します。

（１１）その他必要な事項
１ 変更届出の場合は、主な変更事項を記入します。

２ その他届出事項に含まれない特異事項を簡潔に記入します。



全体についての消防計画届出を行う管理権原者一覧

番号 管理権原者の住所・氏名（法人の場合は、名称・代表者氏名）

１

住 所

会社名等

氏 名

２

住 所

会社名等

氏 名

３

住 所

会社名等

氏 名

４

住 所

会社名等

氏 名

５

住 所

会社名等

氏 名

６

住 所

会社名等

氏 名

７

住 所

会社名等

氏 名

８

住 所

会社名等

氏 名

９

住 所

会社名等

氏 名

１０

住 所

会社名等

氏 名

１１

住 所

会社名等

氏 名

１２

住 所

会社名等

氏 名

別紙


